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H２７年度 北陸ブロック発注者協議会

○従来の公表用取り組み項目の確認
・ H２６年度 公表用取り組み結果の報告 →【公表】
・ H２７年度 公表用取り組み目標の設定 →【公表】
○ 追加する公表用取り組み項目の決定 →県部会までにH27年度目標を機関毎に
設定
※ＴＶ会議による新潟⇔富山の二元的な開催を試行

県部会 開催

○情報提供および共有を図り、取り組みを推進・強化する。
○追加する公表用取り組み項目のH２７年度目標の設定 →【公表】

H２８年度 北陸ブロック発注者協議会

○H２７年度 公表用取り組み結果の報告 →【公表】
○H２８年度 公表用取り組み目標の設定 →【公表】

Ｈ２８．４～５月

Ｈ２７．７～８月
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幹事会 開催

○H２７年度 公表用取り組み結果の報告（見込み） ：追加項目含む
○H２８年度 公表用取り組み目標の設定（案）

Ｈ２８．１～２月

平成27年度のスケジュール（案）

Ｈ２７．５月(今回)

※従来の公表用取り組み結果・目標について、幹事会終了後に全市町村へ再度、内容の見直し
と時点修正（12月末データを3月末データに） ⇒ 4月中に各機関で確認済み
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発注支援のためのＷＧ（ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ）について（案）

支援を必要とする市町村等の発注者に、より適切かつ効果的に応じるため、北陸

地方整備局及び３県（新潟県、富山県、石川県）による「発注支援ＷＧ」の設置を提

案する。

初回は本協議会で確認後開催

＜ＷＧでの実施事項（案）＞

◇それぞれの支援内容の確認

◇実際に支援する内容の分担（重複、漏れを避ける）

◇市町村要望の確認、集約

◇説明会、講習会などの合同実施

◇新たな支援の検討 など

【期待される効果】

発注者の支援を効率的に行うことで、各市町村が運用指針に規定された発注関係事

務の適切な実施に貢献する。

【開催時期等】

上半期、下半期に各1回ずつ程度開催。必要に応じて適宜開催。
【メンバー】

発注者協議会の支援窓口の担当者など



【目 的】 発注者を支援するプラットフォームとして、メール、電話による相談窓口

を北陸地整技術管理課及び各県に設置し、発注事務関係の適切な実施

に向けたフォローを行う。

【北陸地整窓口】

・メール受付 hinkaku@hrr.mlit.go.jp

24時間、365日 受付

・電話受付

０２５－３７０－６７０２ ： 技術管理課 品確チーム

9時～17時 受付
【県部会窓口】

・新潟県 技術管理課技術管理班 ℡０２５－２８０－５３９１

・富山県 建設技術企画課 ℡０７６－４４４－３１３８

・石川県 監理課技術管理室 ℡０７６－２２５－１７８７

◇入札・契約全般の発注関係事務に関する相談

◇技術提案の適切な審査・評価に関する技術的な

相談

◇監督・検査・工事成績評定等の円滑な実施に関

する相談

◇工事の性格等に応じた入札契約方式の選択・活

用に関する相談

◇研修・講習会などによる発注体制の整備に関す

る相談

など、基本は何でも受け付けます！

相談内容の例

協議会として発注者を支援 <プラットフォーム>

ワンストップ！発注何でも相談窓口

3

◇改正品確法の「運用指針」に基づき、相談窓口を常時開

設し、メール及び電話などにより相談を受ける。

◇相談窓口は協議会事務局の北陸地方整備局企画部

技術管理課内および各県の協議会担当におく。

◇相談内容とその回答は蓄積し、協議会ＨＰに掲載して発

注者同士が共有できるようにする。

◇発注機関のメーリングリストを作成し、情報共有を図る。

ハイ！ 発注に
関する事なら何
でもどうぞ！



北陸ブロック発注者協議会関係ホームページのリニューアル

新設

この度、北陸地方整備局ＨＰの
北陸ブロック発注者協議会に関
するページをリニューアル
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◇新潟会場 【北陸地方整備局 4階共用会議室】

平成27年1月9日（新潟県他、10市1村の職員２６名が参加）

◇ 富山会場 【富山河川国道事務所 3階大会議室】

平成27年1月14日（富山県内の5市3町の職員１３名が参加）

◇ 石川会場 【金沢河川国道事務所 2階会議室】

平成27年1月13日（石川県他、6市4町の職員１２名が参加）

【 目 的 】

総合評価方式の導入・拡大に向けた発注者の体制の充実・強化を目的に、自治
体職員を対象に実践的な総合評価方式の演習・講習を平成23年度から実施

○ Ｈ２６参加者アンケート結果
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新潟会場

総合評価方式導入等に関する北陸地方整備局の支援<演習講習会>

平成２７年度も実施予定。是非ご参加下さい！



【目 的】 発注関係事務を実施する職員の育成を目的に、品質確保研修に自治

体の職員を受け入れ

◇品質確保研修

品質確保業務（発注関係業務）に携わる新任の技術系

職員を対象、品確法と総合評価落札方式の概念と、工

事（土木、機械設備、電気通信設備）及び業務に関する

総合評価落札方式についての知識を習得

◇H27は新潟市の研修所で6月3日～5日（３日間）実施予
定

品質確保研修などへの参加

◇発注者綱紀保持

◇品確法について

◇総合評価方式について

◇各業務における総合評価方式の事例

◇総合評価と工事検査 など

【期待される効果】

品確法、総合評価落札方式の理解を深め、事例

を通じて品質確保（発注関係）業務の遂行能力を高

める。

※他に監督検査研修や新設研修（未定）な

どへの参加も可能！

カリキュラムの例（H26）

運用指針（骨子）での発注体制の強化
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◇改正品確法の「発注関係事務の運用に関する指針」に

おける発注者自らの体制の整備

①国及び都道府県の協力・支援も得ながら職員の育成に

積極的に取り組むよう努める。

②国及び都道府県が実施する講習会・研修への職員の

参加などにより、発注関係事務を適切に実施することが

できる職員の育成に努める。

総合評価方式導入等に関する北陸地方整備局の支援 <研修>



【目 的】 落札者決定基準を定めるための学識者への意見聴取にあたって、総合評価審
査委員として職員を派遣することで、自治体への総合評価の取り組みを支援

【H20～26年度の派遣実績※】
３４市町村（重複除く）に総合評価審査委員として
職員（事務所副所長）を派遣

・ 実際に多数の総合評価方式を実施している国か

らの助言は有益であり、かつ、市の取り組みにも

活用できた

・ 総合評価等に関する最新情報を得ることできた

派遣自治体の感想

◇総合評価に関する技術的助言だけでなく、

入札・契約全般についても相談が可能

◇派遣職員に対する謝金、交通費は不要

→ 行政コストの低減が可能

職員の派遣によるメリット職員の派遣実績

派遣済みの市町村（H20～26年度）

３県の市町村全体の

約５３％ （34/64市町村）
に職員を派遣

7※H20年度から26年度（12月末）までの実績

総合評価方式導入等に関する北陸地方整備局の支援 <職員の派遣>



【臨場立会い対象者】

新潟県、富山県、石川県及び各
県内市町村の検査担当職員
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【これまでの実績】

Ｈ１８年度より毎年１０～２０回実
施し、延べ約２００人以上が参加し
た。

自治体職員の検査技術向上に寄
与。

公共工事の品質が十分に確保されるよう、自治体の適正な検査
技術の習得を目的に、整備局発注工事検査への臨場立会を実施し
ている。

検査官

自治体
職員
２名

受注者

監督員

設計担当者

工事検査への臨場立会の実施

北陸ブロック発注者協議会の拡充・強化



発注見通しの公表について （１／２）
○ 発注者間の一層の連携のため、平成２６年５月から発注見通しを公表している。
○ 入札不調対策・人出不足対策の一環として、地域単位で統合して公表し、工事の円滑化を図る。
○ リンク可能数【国・法人等 ８／１２、県政令市 ５／５、市町村（新潟）２２／２９、（富山）１３／１５、（石川）１６／１９】

発注見通しのリンクページ案内

発注見通しのページへ

クリック

クリック

北陸地方整備局HP＜http://www.hrr.mlit.go.jp/＞
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発注見通しのページ
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発注見通しの公表について （２／２）

・リンク未掲載の機関に再度掲載の確認を
行い未掲載を極力無くす。
・リンク先が正しく公表されているか再確認
する。
・業務の発注見通しについても、掲載の確認
を行い、リンクを掲載する。

○金沢国税局
（金沢・調達情報）

↑ 追加予定


